
 

 

 

 

                                            
 

各区の基幹型包括支援センターに相談窓口を設置 →平成 28年 10月 3日 開設 

①窓口機能の強化のための関係機関への協力の要請と連携体制の構築 

・子ども青少年局（地域子育て支援センター業務、一時預かり事業など） 

・教育委員会（各区教育・健全育成相談事業、放課後児童対策など） 

・大阪労働局（育児休業制度・介護休業制度、ハローワーク事業） 

②個別ケースへの対応力強化のための検討会 （立命館大学の協力による） 

 ・多様なダブルケアへの対応を想定   ・相談者の背景へのアプローチを重視 

③ダブルケア窓口の表示 

 ・各区窓口の状況に対応した表示方法を実施 

【平成 28年度相談件数】 

 ・ダブルケアの方が相談に来た件数 ： １２０件  

・うち具体的に相談のあった件数 ： １２件 

【平成 29年度相談件数】（12月末時点） 

・ダブルケアの方が相談に来た件数 ： １７２件  

・うち具体的に相談のあった件数 ： ２８件 

 

ダブルケア相談窓口の設置 

 

【目的】子育てや介護によって離職することなく働き続けられる社会の実現をめざし、企業における

支援策、子育てや介護による離職の現状等を明らかにし、今後の課題や必要な支援策を検討 

【調査対象】  合計 7,165世帯  →平成 28年 7月末に調査票を郵送 

・市内在住の 18歳以下の子ども・孫を持つ保護者 

・要介護等認定調査申請者 

【回答】  →8月末までに郵送で回答を受け付け 

 1,448世帯／7,165世帯  回答率：20.2％ 

【回答分析】 別添資料参照 

子育て・介護による離職に関する調査の実施 
 

①「ダブルケアを考えるセミナー」の開催  日時： 平成 28年 10月 8日（土） 13:30～15:30    

【第 1部 講演会】               会場：総合福祉会館 6階ホール 

「ダブルケアに向き合うこと」～家庭・職場・地域の課題～  講師：東レ経営研究所 渥美由喜氏 

【第 2部 テーマトーク】 

斎藤真緒氏（立命館大学教授）と渥美氏との対談、コーディネーター：柴本美佐代氏（日本エルダーライフ協会代表理事）                         

参加者：159名の市民の参加があった。 

②ケーブルテレビ番組「堺シティレポ」での広報 （平成 29年 3月放送） 

③広報さかいでの広報（平成 29年 4月号） 

④相談窓口リーフレット、ポスター配布（平成 29年 9月） 

⑤市内認定こども園等にポスターの掲示依頼、チラシ配布（平成 29年 11月） 

⑥子育て情報誌「まみたん」掲載（平成 29年 12月号）、月刊介護保険（平成 29年 6月号）、 

日経新聞（平成 29年 7月）、読売新聞（平成 29年 10月）、 

ＮＨＫ「ハートネットＴＶ チエノバ」放送（平成 29年 8月） 

 

 

 

ダブルケアの理解の推進と相談窓口の更なる周知 

①短期入所事業（平成 29年度から拡充） 

ダブルケアの方が体調不良等で一時的に介護ができなくなった場合などに、要介護者を一時的に 

特別養護老人ホーム等へ入所 

入所施設：特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

入所期間：原則として年 30日以内 （ダブルケア以外の方の要件は年間 7日間以内） 

②特別養護入所基準の見直し（平成 29年度） 

ダブルケアの方など育児、就労で介護が困難な世帯について、堺市内の特別養護老人ホーム等に入所する際

の入所基準を緩和 

③認定子ども園、保育所入所基準項目の見直し（平成２９年度） 

  認可保育所等の入所申込みの加点項目を見直し、要介護１以上の親族の介護をしている場合は、２点を 

加点（上限１０点）。 

④介護離職防止のための地域モデルを踏まえた支援手法の整備     

「家族介護支援の取組み」模擬企画会議（平成 30年 1月 10日）    

 

 

ダブルケアを支援する事業を総合的に実施 

個別支援の実施 

現状とニーズの把握 市民理解の推進 

施策実施に至る背景 

子育て介護負担の軽減、介護離職防止に向けた施策の推進 

施策の推進 

○晩婚化や出産年齢の高齢化に加え、家族構成の変化などを背景に、子育てと親の介

護を同時にしなければならない世帯（ダブルケア）の問題が指摘されるようになっている。 

○介護を理由とする離職者は、近年毎年 10万人前後発生し、国も『介護離職者ゼロ施

策』を展開している。 

○内閣府は全国で 25万 3,000人がダブルケアに直面すると推計。 

○堺市の人口割りにすると 1700人と推計。 

同時期に子育て（１８歳未満の子どもや孫）と介護の両方を行っている状態。 

（例えば） 

・子育てをしながら、親の介護もしている方  

・孫の世話をしながら、配偶者の介護もしている方など 

堺市ダブルケア支援事業について 

 
 

ダブルケアとは 

資料 １ 


